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山梨県政の推進につきましては、平素から格別の御指導、御高配を賜り、厚くお礼申し

上げます。  

現在、全国の自治体において「地方創生」の取り組みが本格的に展開されており、全国

的な地域間競争は激しさを増す一方でありますが、人口減少や超高齢化といった課題に対

し、それぞれの地域が競い合う形で、行政サービスの質を不断に向上させていく必要があ

ります。 

本県においても、全国知事会が主催する「先進政策創造会議」において、平成２８年度

に「県及び２７市町村協働による産前産後の母親を支える体制構築」、平成２９年度には「全

国初！『県内どこでも利用できる』を目指した病児・病後児保育体制の構築」と、２年連

続で人口減少対策分野において第１位を獲得するなど、県民の皆様が明るく希望に満ち安

心して暮らせる「輝き あんしん プラチナ社会」の実現に向け、様々な主体との「連携」

をテーマに、今までの取り組みによる各分野の成果を更に拡大するとともに、県民の皆様

に成果を「実感」していただけるよう、一層果敢に施策・事業を進めているところであり

ます。 

しかしながら、本県財政は、県内景気は緩やかに拡大しているものの、県税収入の大幅

な増加は期待できず、高齢化の進展に伴う介護保険関係経費、高齢者医療費などの社会保

障関係費の増加が見込まれることから、依然として厳しい状況にあり、より効率的で実効

性のある施策・事業を確実に推進していくためには、本県独自の創意・工夫はもとより、

地域の実情に即した制度の創設や財源措置など、国の御理解と御支援が不可欠であります。 

本提案・要望書に取り上げました項目は、地方創生関連項目をはじめとした本県にとっ

て重要度が高くかつ迅速な対応が必要な施策・課題であります。 

つきましては、国における平成３１年度の予算編成や施策の決定に当たり、これら事項

の実現に特段の御配慮を賜りますようお願い申し上げます。 

 

平成３０年５月１８日 

 

 

   殿 
 
山梨県知事  後藤  斎     



 

平成３１年度 国の施策及び予算に関する提案・要望 
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２  公共事業関係予算の充実について  3 

３  
「水防災意識社会」の再構築に向けた取り組みへの財政支援等に

ついて 
 5 

４  骨格道路網等の整備促進について  7 

５  携帯電話の通じない区間の解消について  9 
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１６  地域医療の充実・強化について 39 

１７  医療・福祉に係る補助事業の予算の充実について 41 

 

（農林業） 

１８  
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公共職業能力開発施設の訓練生を対象とした経済的支援につい
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47 
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いて 
53 

２５  富士山の保存整備対策の推進について 55 
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１ 地方創生等に取り組むための地方財政の充実について 

提案・要望先  内閣官房、総務省  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１）  地方交付税等の一般財源総額の確保 （総務省） 

（２） 地方創生推進交付金の確保と弾力的な運用 （内閣官房） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１）  本県が地方創生等の重要課題に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うこ

とができるよう、地方交付税等の一般財源総額を確保すること 
 

・ 本県の平成３０年度当初予算においては、県税収入は増加したものの、社会保障関係
費の増加などにより、財源対策として１５５億円もの基金の取り崩しを予算計上してお
り、引き続き厳しい財政運営を強いられている。 

・ このような状況にあっても、「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、
人口減少対策や地域経済活性化、将来の本県を担う人材育成といった地方創生に向けた
取り組みについて、県を挙げて積極的に取り組んでいる。 

・ 本県が地方創生をはじめとする重要課題に取り組むためには、まずは基盤となる地方
交付税等の一般財源総額の確保が必要である。 

 

（２）  

・ 地方公共団体が着実に事業を実施できるよう、十分な予算を確保するとと

もに、対象事業となる要件の緩和など地方公共団体の実情を十分に勘案した

使いやすい制度とすること 

・ 地域再生計画の作成など事務負担が大きいことから、申請手続きを簡素化

すること 
 

・ 地方創生推進交付金や地方創生拠点整備交付金などを活用する中で、地方創生に向け
た取り組みを推進しているが、着実な推進には、地方財政措置や自由度の高い交付金制
度などを含めた、国の継続的かつ柔軟な支援が不可欠である。 

・ また、交付金事業の実施に当たっては、地域再生計画の作成など申請手続きに係る事
務負担が大きいことが課題となっており、使いやすい制度とする必要がある。 

 

◎ 県内市町村からも地方交付税等の一般財源総額を確保するとともに、自由度の高い交付

金制度とすることについて要望が出されている。 
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山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略 概要 
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２ 公共事業関係予算の充実について 

提案・要望先  内閣府、農林水産省、林野庁、国土交通省 

【財政要望】 
 

（１） 公共事業関係予算の確保 （内閣府、農林水産省、林野庁、国土交通省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

・  社会資本の着実な整備の推進や、老朽化施設の長寿命化等を推進するため、

公共事業関係予算については、当初予算において十分に確保すること 

 

・ 公共事業関係費（政府全体）の推移は、ここ数年横ばいの状況であり、本県では、補

正予算等により整備進捗が保たれている状況である。当初予算の安定した予算確保によ

り、社会基盤整備の計画的な進捗を図る必要がある。 

・ 災害発生の大規模化、広域化、複合化に鑑み、社会基盤整備の急速な進捗が急務であ

り、地方の安全安心を担う公共事業予算の確保が必要である。 

・ 地方における予算要望に対する措置率が低い状況が続いており、改善が必要である。

市町村においても同様であり、社会資本整備の進捗に影響が出ている。 

 

・ 林業成長産業化と森林資源の適切な管理に向けた森林の整備・保全に資す

る森林整備事業費、治山事業費、農山漁村地域整備交付金、地方創生推進交

付金等、林野公共事業関連予算については、当初予算において十分に確保す

ること 

 

・ 本県の人工林は、本格的な利用期を迎えており、この豊富な資源を循環利用し、林業

成長産業化を実現するためには、間伐や路網整備に加え、主伐後の再造林等の推進が不

可欠であり、森林整備事業予算の確保が必要である。 

・ また、平成２９年７月の九州北部豪雨災害において、記録的な集中豪雨により発生し

た流木が下流域に甚大な被害をもたらすなど、近年の山地における災害形態の変化に対

応するため、地域の安全・安心を担う防災・減災対策として治山事業予算の確保が必要

である。  

・ このような状況の中、本県における予算要望に対する措置率が低い状況が続いており、

必要な事業費の確保のために補正予算等で補完しているものの、その時期や規模に左右

され、不安定な予算措置が続く状況であるため、当初予算における十分かつ継続的な予

算確保により、事業の安定的な進捗を図る必要がある。 

 

・ 農業の競争力強化や中山間地域の振興等に資する農業生産基盤等の整備、

農村地域の防災・減災対策や農業水利施設等の長寿命化対策を着実に推進す

るために必要な予算については、当初予算において十分に確保すること 
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・ 本県では、担い手の高齢化や減少が進んでおり、産地の体質強化などに向けた早急な

取り組みが必要となっている。このため、担い手への農地集積・集約化や果樹産地の再

編整備、中山間地域の振興等が図られるよう、ほ場や農業水利施設、農道などの農業生

産基盤や農村生活環境基盤の整備を重点的に進めている。 

・ また、災害に強く安心して暮らすことができる県土づくりを目指す「山梨県強靱化計

画」に基づき、農村地域における事前防災・減災対策や農業水利施設等の長寿命化対策

などを着実に推進するため、関連する施設の整備を積極的に進めている。 

・ 一方、国の農業農村整備事業予算は、補正予算を合わせた執行額ベースで平成２１年

度の水準に回復したが、現在の不安定な予算では計画的に整備ができない状況にあり、

地域の要望に沿った計画的な整備を実施し、地域のニーズにしっかりと応えていくため

には、当初予算として十分な所要額を確保することが必要である。 

 

◎ 県内市町村からも社会資本整備総合交付金等の十分な予算確保について要望が出されて

いる。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国の公共事業費の推移 

出典：国土交通省 平成30年度予算概要 
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３ 「水防災意識社会」の再構築に向けた取り組みへの 

財政支援等について 

提案・要望先  国土交通省  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 治水対策に係る予算の確保等 （国土交通省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

・ 地方が行う治水対策を推進するための十分な予算を確保すること 

・ 整備した機器等の維持管理への財政支援を講ずること 

・ 住民の避難に係る様々な取り組みに際し市町村を技術的に支援すること 
 

・ 近年、中小河川を中心に甚大な被害が発生したことを踏まえ、国では、「水防災意識
社会」の再構築に向けた取組をさらに加速させているが、中小河川における堤防補強等
の治水対策事業を推進するためには、十分な予算の確保が必要である。 

・ 国では、水防法改正や緊急行動計画を策定し、都道府県に対し水防法に基づく協議会
の設置や水害の危険性の周知・促進など各種取組を強力に推進しており、本県において
も、平成２９年度に設置した減災対策協議会において、今後５年間で実施する「地域の
取組方針」が決定され、この取組を着実に進める必要がある。 

・ 「地域の取組方針」では、「水位周知河川等の拡充」に取り組むため、河川情報を提
供するための水位計や河川監視カメラの設置が必要であり、更にきめ細やかな情報提供
を図るため、数多くの簡易水位計を設置していくこととしているが、新たに設置した水
位計や河川監視カメラ等の膨大な設備を、今後、県では適切に維持管理していく必要が
ある。 

・  水位周知河川等の拡充に伴い、浸水想定区域図が公表されることとなっているが、住
民の適切な避難活動に活かされるよう、既に国が公表している「避難判断支援システム」
へ県管理河川を追加するなど、市町村への技術的支援が必要である。 

 

◎ 県内市町村からも河川事業の推進強化について要望が出されている。 
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水防災意識社会の再構築に向けた山梨県の取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の避難判断支援システム 
現況） 

国管理河川の浸水想定区域に係る 

避難判断支援情報を提供 

要望） 

県管理河川の浸水想定区域に係る 

避難判断支援情報を追加し、住民

の適切な避難活動に活かす 

鎌田川 
（中央市） 

市町村 避難所、 

避難経路情報 住民 

水位周知河川等の拡充：４河川 
（釜無川、御勅使川、日川、重川） 

簡易水位計の設置：２００基 
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４ 骨格道路網等の整備促進について 

提案・要望先  国土交通省  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 中部横断自動車道（新清水ＪＣＴ～六郷ＩＣ）の早期開通と長坂～八千穂間 

の早期事業化 （国土交通省） 

（２） 中央自動車道の渋滞対策とスマートＩＣの整備促進 （国土交通省） 

（３） 新山梨環状道路等の整備促進 （国土交通省） 

（４） 直轄国道の整備推進 （国土交通省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 

・ 事業中区間（新清水ＪＣＴ～六郷ＩＣ）について、コスト縮減に努めると

ともに、一日も早い全線の開通を図ること 

   ・ 未事業区間（長坂～八千穂）について、全区間一体で遅滞なく環境影響評

価の手続きを速やかに進め、早期事業化を図ること 

（２） 

・ 中央自動車道の上り線の小仏トンネル付近、下り線の相模湖付近の渋滞解

消に向け、渋滞対策事業を早期に完成させること 

また、更なる渋滞対策の検討を促進させること 

    ・ 事業中スマートＩＣの早期完成を目指すこと 

（３） 

 ○新山梨環状道路・東部区間 

  ・ 新山梨環状道路・東部区間が確実に整備されるための予算を確保すること 

 ○新山梨環状道路・北部区間 

  ・ 事業中区間（広瀬～桜井）の東部区間と一体となった整備を推進すること 

  ・ 事業中区間（牛句～宇津谷）の整備を推進すること 

  ・ 未事業区間（桜井～牛句）について、早期事業化を図ること 

 ○甲府富士北麓連絡道路 

  ・ 広域物流ネットワークの観点からも重要な路線であることから、重要物流

道路の指定に当たっては県と十分に調整を図ること 

（４） 

・ 新東名高速道路・御殿場ＩＣの供用に合わせた国道１３８号の須走道路、

御殿場バイパスの整備を推進すること 

    ・ 国道２０号大月バイパスを早期に全線完成すること 

    ・ 国道２０号新笹子トンネルの新設整備を推進すること 

    ・ 国道５２号上石田改良の整備を推進すること 

    ・ 国道１３８号新屋拡幅を早期に工事着手すること 

    ・ 国道１３９号都留バイパスの計画区間全線の整備を推進すること 

・  国道２０号初狩地内における通学路の安全対策と交通機能向上のための抜

本的な対策を検討すること 

◎ 県内市町村からも骨格道路網等の整備促進について要望が出されている。 
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５ 携帯電話の通じない区間の解消について 

提案・要望先  総務省  

【制度等要望】 
 

（１） ＪＲ中央線甲府～高尾間トンネルにおける携帯電話の通じない区間の解消    

（総務省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

   ・ ＪＲ中央線甲府～高尾間トンネルにおける携帯電話の通じない区間の早期

解消が図られるよう、支援すること 

   ・ 電波遮へい対策事業の次期実施方針を策定するに当たっては、在来線の鉄

道トンネルを対象とし、大量輸送・長距離路線など基幹的な在来線を優先し

たものとすること 
 

・ ＪＲ中央線甲府～高尾間のトンネルのうち、２,０００ｍ以上の長大トンネルについ
ては、移動通信基盤整備協会が、電波遮へい対策事業により不通解消を図ったが、それ
以外の多くのトンネルは依然として不通区間となっている。 

・ 本県の社会活動や経済活動を支える大動脈であるＪＲ中央線において、携帯電話が使
えない区間があるといった通信環境は、東京圏からの企業誘致や人的交流、インバウン
ドを含めた観光客の更なる増加などを図る上で、大きな障害となっている。 

・ 一方、総務省の「電波政策２０２０懇話会」において、基幹路線である新幹線につい
ては、２０２０年までに全区間の対策完了を目指すことが適当であるとし、対策を実施
している。 

・ ＪＲ中央線甲府～高尾間は、新幹線と同等又はそれ以上の平均通過人員があり、また、
本県には富士山をはじめとする様々な観光資源に国内外から多くの観光客が訪れ、外国
人観光客の利用も増加していることから、新幹線の対策が完了した後において、早期の
対策が必要である。 
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＊携帯電話不通の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲府～高尾間のトンネル数：６４本（上り２８本、下り３６本）。  

うち、長さ1,000m以上１３本（上り９本、下り５本、うち１本は上下線共用） 

※うち、2,000m以上５本については対策済み。 

＜主な長距離トンネルにおける携帯電話不通区間の状況（ＪＲ中央線　甲府～高尾間）＞

（※上下線合わせ大小６４個のトンネルのうち主な長距離トンネルのみの略図）

下 り

甲府

新深沢第2

1,613m

新大日影第2

1,415m

計3,028m（連続）

H25.6 サービス開始

笹子

4,656m

猿橋（共用）

1,222m

H22.4  サービス開始

新小仏

2,594m

高尾

上 り

甲府

新深沢

1,632m

新大日影

1,412m

計4,296m（連続）

H23.4 サービス開始

新笹子

4,670m

猿橋（共用）

1,222m

（ 甲府 → 東京方面 ）

（ 甲府 ← 東京方面 ）

新鶴瀬

1,252m

御前山

1,552m

H24.4  サービス開始

小仏

2,574m

高尾

計2,411m（連続）

新巌

645m

新倉

1,348m

新梁川第1

418m

H22.4  サービス開始

新与瀬

2,190m

：携帯電話不通トンネル

：対策済トンネル

【参考資料】： 東京近郊における幹線鉄道のトンネル携帯の不通区間対策状況　＜平均通過人員（ＪＲ東日本）＞

不通対策済み

整備中

※「平均通過人員」：1日1kmあたりの利用人数（2016年度）

東京 新青森高尾甲府

17,573
人/日

12,300
人/日

37,253
人/日

大月

29,541
人/日

21,503
人/日

41,835
人/日

※富士山乗り継ぎ 東北新幹線

上越新幹線北陸新幹線

中央線

妙高

高原

24,187
人/日

盛岡

高崎

八戸

越後

湯沢
長野 新潟
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６ リニア中央新幹線の開業に向けた支援について 

提案・要望先  国土交通省  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） リニア駅周辺整備に対する財政支援 （国土交通省） 

（２） リニア関連交通インフラ整備の促進 （国土交通省） 

（３） 沿線市町への財政支援 （国土交通省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） リニア駅の周辺に必要な駅前広場、観光交流・産業振興施設等の施設整備

は、主として地方が行うことになり、地方に大きな財政負担が生じるため、

リニア駅周辺整備事業を国の重点施策に位置付け、補助制度の創設や弾力的

な運用なども含めて、十分な予算措置、地方負担に対する適切な財政支援を

講ずること 

（２）  

  ・ リニア中央新幹線の開業効果を見据え、リニア駅と県内各地との円滑な移

動を確保するため、地方が行うリニア関連交通インフラ整備に対し、補助制

度の創設なども含めて、十分な予算措置、地方負担に対する適切な財政支援

を講ずること 

  ・ 首都圏広域地方計画に基づく「富士山・南アルプス・八ヶ岳対流圏」の創

出に向け、広域周遊観光等に必要となる高規格幹線道路等の整備を促進する

こと 

（３） リニア建設工事に伴う公共施設の移転整備等は、限られた期間に完了する

必要があり、沿線市町が計画的に行っている事業に影響を与えるなど、大き

な財政負担が生じるため、国の重点施策に位置付け、補助制度の創設なども

含めて、十分な予算措置、地方負担に対する適切な財政支援を講ずること 

 

・ 三大都市圏を新たなルートで結ぶリニア中央新幹線は、我が国全体に活力をもたらす
国家的プロジェクトであるとともに、リニア駅周辺における企業立地や国際観光地の形
成など、交流・対流拠点の整備により、国土形成計画などとの連携による相乗効果が期
待されている。 

・ 本県では「リニア環境未来都市」の創造に向けて、リニア駅周辺整備の基本計画の策
定や駅近郊のまちづくりの取り組みを進めているところである。また、リニアの効果を
全県に波及させるために、主要幹線道路等の交通ネットワークの整備による、リニア駅
３０分アクセス圏域の拡大も進めている。 

・ リニア中央新幹線や高速道路などを活用した「富士山・南アルプス・八ヶ岳対流圏」
の創出には、中部横断自動車道など高規格幹線道路の整備促進が必要である。 
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・ 更に、県では、リニア中央新幹線の建設を促進するため、建設工事に伴い公共施設の
移転などが生じる沿線市町に対して貸し付けや元利補給を行う支援策を創設している
が、整備期間が限られていることや計画的に行っている事業があることを踏まえると、
市町の財政に影響を及ぼすおそれがある。 

・ このように、リニア中央新幹線の開業に向けた基盤整備には、地方に大きな財政負担
が生じることとなるため、国においても重点施策に位置付けるとともに、補助制度の創
設なども含め、十分な予算措置と地方に対する適切な財政支援を講ずること。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リニア山梨県駅から自動車で30分以内にアクセスできる圏域 

30分到達時間圏の拡大に係る主な道路事業 
・中部横断自動車道(六郷IC～新清水JCT) 
・(仮称)甲府中央スマートIC 
・新山梨環状道路(東部区間･北部区間) 
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７ 公共土木施設及び公共建築物の老朽化対策について 

提案・要望先  内閣府、警察庁、総務省、文部科学省、 

農林水産省、林野庁、国土交通省 

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 公共土木施設の老朽化対策に対する財源の確保と点検補修技術の向上 

（内閣府、農林水産省、林野庁、国土交通省） 

（２） 公共建築物の長寿命化対策等に対する支援の拡充 

      （内閣府、警察庁、総務省、文部科学省、農林水産省、 

林野庁、国土交通省） 

（３） 公共土木施設の維持修繕等に対する支援の拡充 （総務省、国土交通省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 

・ 防災・安全交付金、治山事業費、農山漁村地域整備交付金、地方創生整備

推進交付金等について、十分な予算の確保と継続した支援を行うこと 

・ 公共土木施設の維持管理や更新などの老朽化対策を進める上で、効果的、

効率的な維持管理が行えるよう、点検や補修に関する新技術の開発・普及を

進めること 

 

・ 高度成長期以降に集中的に整備された道路をはじめ、河川砂防、下水道、土地改良

や治山林道などの公共土木施設や、学校などの公共建築物の老朽化が、今後、急速に

進むと見込まれる。 

・ 本県においては、平成２７年１２月に策定した「山梨県公共施設等総合管理計画」

に基づき、平成３０年度までに同計画を指針とする個別施設計画を順次策定し、これ

まで以上に戦略的に老朽化対策を推進することとしている。 

・ 公共土木施設について、戦略的な維持管理・更新を推進するためには、長寿命化計

画の実施に必要な十分な予算の確保が必要である。 

・ 公共土木施設は、県民生活や地域経済活動を支える重要な社会基盤であるが、多く

の施設で老朽化が進行する中、効果的・効率的な維持管理が行えるよう、レーザー等

の新技術を用いた点検など、点検補修技術の向上等に対する国の継続的な支援が必要

である。 
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（２） 

・ 長寿命化事業等に対して「公共施設等適正管理推進事業債」が平成２９年

度から措置され、これまでの「集約化・複合化事業」に加え、新たに「長寿

命化事業」が対象となったが、これらの事業に「公用建物」も対象として加

えること 

・ 公共建築物の個別施設計画に基づく、長寿命化対策等（点検・診断・修繕・

更新等）に要する経費に対して、補助制度を創設すること 

 

・ 公共建築物の長寿命化対策等について、公共施設等の除却や集約化、長寿命化等に

対する支援制度（地方財政措置）が創設されたものの、「公用建物」は対象外となって

いる。 

・ 公共施設等の長寿命化等に必要な維持修繕・点検等に係る費用について、平成３０

年度地方財政計画において増額計上されたが、具体的な維持修繕・点検等に対する助

成制度の創設による更なる財政支援が必要である。 
 

 

（３） 公共土木施設の維持修繕に係る新たな補助制度の創設や、公共施設等適正

管理推進事業債の対象を公園等の公共土木施設全般へ拡大するなど、地方へ

の財政支援を拡充すること 
 

・  舗装や河川の維持修繕に係る費用については県単独事業として実施しているが、地

方財政が厳しい中、増大する維持管理費に対して、国による補助制度の創設が必要で

ある。 

・ 公共施設等適正管理推進事業債では、道路に加えて、河川管理施設、砂防関係施設

の補修・更新について対象が拡大となっているが、公園（公園内舗装の表層、長寿命

化のための塗装塗り替え）など、他の施設においても長寿命化事業を推進していくこ

とが重要であり、公共土木施設全般への対象の拡大が必要である。 

 

◎ 県内市町村からも橋梁等の長寿命化の促進について要望が出されている。 
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山梨県の長寿命化の現状と目標設定（山梨県社会資本整備重点計画（第３次）より）

橋梁 「山梨県橋梁長寿命化実施計画」長寿命化に必要な補修が完了した橋梁の割合

H26 H29 H31 H39

0% 29.6% 53.7% 100%

県営住宅 「山梨県公営住宅等長寿命化計画」建替、改善事業が完了した住宅戸数の割合

H26 H28 H31

35.3% 47% 73.5%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

外壁・躯体（亀裂・剥離） 支承部（錆・モルタルクラック） 

学校施設の老朽化状況 

覆工（漏水、遊離石灰） 舗装ひび割れ 

橋梁の老朽化状況 

 

トンネルの老朽化状況 

 

舗装の老朽化状況 
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河川の維持管理 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川内支障木 

河川の維持管理 

 

護岸の老朽化 

公園の維持管理 

 

塗装の劣化 

河川の維持管理 

 

水門（コンクリート駆体部） 
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８ 公共交通の充実に向けた支援について 

提案・要望先  国土交通省  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） ＪＲ中央線の高速化や利便性向上に向けた支援制度の創設 （国土交通省） 

（２） バス路線の再編・整備に対する支援の拡充と財源確保 （国土交通省） 
 

【提案・要望の具体的内容】 

（１）  三鷹～立川間の複々線化などの実現に向け、国主導で関係地方公共団体、

鉄道事業者などが事業計画の検討を進めるための協議の場を設け、新しい整

備の仕組みを検討するなど、早期に必要な措置を講ずること 

 

・ 本県及び沿線自治体からなる中央東線高速化期成同盟会では、定住人口の確保等を図

り、地方創生を推進するため、ＪＲ東日本に対して、早朝、深夜の特急列車の新設や、

早朝快速列車の甲府駅までの延伸など、ＪＲ中央線の高速化や利便性の向上について要

望を行っているところである。 

・ しかしながら、ＪＲ中央線三鷹～立川間の複々線化等は、実現の目途が立っていない

状況であり、同区間における特急列車の高速化や通勤時間帯の運行の妨げとなっている。 

・ 平成２８年４月の交通政策審議会の答申「東京圏における今後の都市鉄道のあり方に

ついて」では、ＪＲ中央線三鷹～立川間の複々線化等は、地域の成長に応じた鉄道ネッ

トワークの充実に資するプロジェクトに位置付けられたが、プロジェクトの推進に当た

っては、８，１００億円という巨額な費用を要するため、国において、新しい整備の仕

組みを検討するなど早期の対応が必要である。 

 

（２） 今後の高齢化の進行や観光客の増加に対応した公共交通の確保など、本県

の特性を踏まえた「山梨県バス交通ネットワーク再生計画」を平成２８年度

策定したところであり、この計画に基づくバス路線の再編・整備に対する支

援を拡充するとともに、財源を確保すること 
 

・ 本県では、マイカーの普及に伴うバス交通の弱体化が進む中、少子高齢化の進展や観

光客の増加に対応する持続可能で利便性の高いバス交通ネットワークの再構築が必要

となっている。 

・ このため、平成２９年３月、幹線バス路線と地域内バス路線を効果的に接続させ、利

便性を向上させる「山梨県バス交通ネットワーク再生計画」を策定したところであるが、

計画に基づく路線を確実に運行するためには、国における支援の拡充と財源の確保が必

要である。 

 

◎ 県内市町村からもＪＲ中央線の高速化や、バス路線の運行に係る財政支援の拡充等に

ついて要望が出されている。 
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 ＊幹線鉄道の充実（中央線の高速化） 
京葉線の中央線方面延伸及び中央線の複々線化（東京～三鷹～立川） 

 

 

 
 

 

 

 ＊バス交通ネットワークの再編 
県民のライフステージに応じた生活を支え、観光客等の移動手段を確保するとともに、リニア駅か

ら県内各地への円滑な移動を確保するため、利便性の高いバス交通ネットワーク再生計画を策定 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（１) 再編の具体的な考え方 

 交通結節点や都市機能集積地を28の交通拠点として設定し、交通ネットワークを構築 
・交通結節点や移動の目的地となる子育て、教育、しごと、医療、買い物、観光施設の集積地を交通

拠点として設定 

・広域的路線や地域内路線の交通拠点への接続により緊密な交通ネットワークを構築 

（２）地域内バス路線[原則市町村内の路線] 

 広域的バス路線・鉄道との接続強化 
・広域的バス路線や鉄道駅と接続する路線の再編・新設 

 移動目的地との接続強化 
・観光地、大型商業施設、学校、医療・福祉施設など移動目的地と接続する路線の再編・新設 

（３）広域的バス路線[市町村を跨ぎ複数の交通拠点を結ぶ路線] 

 交通空白地域の解消 
・鉄道駅や病院、学校を経由する複数の交通拠点間を結ぶ路線の新設  

 既存広域路線の利便性向上 
・通勤・通学に対応した路線の夕方・夜間の時間帯の増便 

・移動の目的地となる大規模商業施設等への起終点や経路の見直し 

広域的な路線の再編 地域内の路線の再編 

地域内路線・広域的の改善、バス相
互・鉄道との乗り継ぎによる利便性
の高い交通ネットワークの実現 
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９ 富士山火山防災対策の充実・強化について 

提案・要望先  内閣府、文部科学省、国土交通省、気象庁  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 富士山火山防災対策の充実・強化 （国土交通省） 

（２）  国の監視・観測体制の強化 （内閣府、文部科学省、気象庁） 

（３）  避難対策等への支援の充実 （内閣府） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１）  

・ 富士山火山噴火対策砂防事業について、十分な予算を確保し、積極的に推

進すること 

・ 富士山火山噴火に備えた減災対策を平常時から推進すること、また、有事

の際の機動性の確保のため、山梨県側にも事業拠点を設置すること 

 

・ 国土交通省富士砂防事務所が、山梨・静岡両県の協力のもと平成３０年３月に策定・
公表した「富士山火山噴火緊急減災対策砂防計画」により、噴火影響範囲の推定に基
づく避難・防災活動の事前準備や被害軽減方策などが示された。 

・ この計画に基づく噴火時のリアルタイムハザードマップの作成や沈砂地、砂防堰堤
の設置などの減災対策は、火山噴火対策が特殊なことや高度な技術力を必要とするこ
とから、平成３０年度より国が山梨県側を含めた事業区域で行うことになった。 

・ いつ、どこで起こるか予測が難しく、広域かつ甚大な被害が発生するおそれのある
富士山火山噴火に備えた減災対策を平常時から推進する必要がある。 

 

 

（２） 噴火の兆候を早期に把握し、住民に避難に関する情報を迅速に提供できる

よう、国による監視・観測体制の強化を図ること 

 

・ 富士山は平成２５年の世界文化遺産への登録を契機に、国内外から多くの観光客が
訪れているが、万が一噴火した場合には、広域かつ甚大な被害が発生するおそれがあ
る。 

・ 被害を未然に防ぐには、噴火の前兆現象を早期に特定し、避難態勢の強化及び緊急
減災対策へ迅速に移行することが重要である。 

・ このため、国においては、監視・観測体制の強化を図る必要がある。
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（３） 迅速な避難を行うために必要な広域的訓練などの避難対策に対し、財政支

援を講ずること 

 

・ 富士山が噴火した場合には、広域かつ甚大な被害が発生するおそれがある。このため、
地域の住民が迅速な避難を行うには、広域的な訓練などの避難対策が重要であるが、大
規模な避難訓練の実施や訓練に基づく避難計画の策定などには費用を要することから、
国による財政支援が必要である。 

 

◎ 県内市町村からも富士山火山防止対策の充実・強化について要望が出されている。 
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１０ 大規模地震防災対策等の充実・強化について 

提案・要望先  内閣府、総務省、消防庁、文部科学省、厚生労働省、 

国土交通省、気象庁 

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 大規模地震防災対策の充実・強化 

（内閣府、総務省、消防庁、文部科学省、厚生労働省、国土交通省、気象庁） 

（２） 被災者生活再建支援制度における支援の拡充 （内閣府） 

（３） 災害急性期における医療救護対策の充実・強化 （厚生労働省） 

（４） 避難路沿道建築物の耐震化を含む緊急輸送道路の機能確保の充実・強化 

（国土交通省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 

・ 救助活動・消防活動や医療活動、物資調達及び輸送活動に係る広域応援

体制を確立すること 

・ 避難所等における防災資機材・備蓄品の整備に対する財政支援を拡充す

ること 

・ 南海トラフ沿いの地震観測・評価体制については、高い発生確率に鑑み、

更なる充実を図ること 

・ 観測・評価に基づく防災対応の具体的な検討を県や市町村が進めるため

のガイドラインを速やかに策定すること 

・ 住宅の耐震化を促進するための支援を拡大すること 
 

・ 国では、南海トラフ地震や首都直下地震について、広範囲にわたり甚大な被害が
想定されることから、全国的な救助や消火活動等に係る広域応援体制を構築してい
るが、熊本地震のような活断層型地震については、本県においても同様の被害が想
定されるものの、体制が構築されていないため、国において、広域応援体制を確立
する必要がある。 

・ 避難所等における浄水装置などの主要な防災資機材については、平成２８年４月
現在の整備率が２７．３％にとどまり、市町村の財政事情が厳しい中、整備が進ま
ない状況であるため、地方交付税措置の拡充など、国による更なる財政支援が必要
である。 

・ 国では、現在の科学的知見からは、確度の高い地震の予知は困難としたところで
あるが、高い確率で発生が見込まれる南海トラフ地震の被害を最小限に抑えるため
には、地域住民に大規模地震の発生の可能性を伝え、警戒を呼びかけることが重要
であり、観測機器の増設や学識経験者による評価体制の整備など更なる観測・評価
体制の充実が必要である。 
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・ 国の中央防災会議の作業部会がまとめた「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基
づく防災対応のあり方について」の報告書では、地方公共団体が主体的に観測・評
価に基づく防災対応の具体的な検討を進めることとされているが、具体的な検討を
進めるには、国が一定のガイドラインを一刻も早く示すことが必要である。 

・ 平成２８年３月に改定した「山梨県耐震改修促進計画」では、住宅の耐震化率を
平成２７年度末８５．４％であったものを、９０％に引き上げる目標を設定した。 

・ この目標を達成するために、子育て世帯や東海地震の想定震度が６強以上の地域
等における耐震工事に対し、平成２８年度から補助金限度額を引き上げるなど、早
期の耐震化に向け取り組んでいる。 

・ しかし、耐震改修工事は、建物所有者に多額の費用負担を強いることから、目標
の９０％を達成するためには、更なる支援の拡大が必要である。 

 

（２） 

・ 一部地域が被災者生活再建支援法の対象となるような自然災害が発生し

た場合、全ての被災世帯が等しく支援法の対象となるよう、制度を拡充す

ること 

・ 被災世帯数が少ないため支援法が適用されない自然災害においても、支

援法の対象となるよう、制度を拡充すること 

 

・ 平成２６年２月の豪雪災害において、県内で１９世帯が全壊したが、市町村単位
での被災世帯数が支援法の要件を満たさなかったため、必要な支援を受けることが
できなかった。 

・ このため、本県では、市町村と連携して、支援法が適用されない被災世帯に対し
て法と同様の支援を行う制度を平成２７年度に創設したところであるが、県域をま
たがる災害が発生した際、住宅の被害程度が同じでありながら支援されない場合が
あるため、広域的な視点から、国においても適用要件を緩和するなど、制度の拡充
が必要である。 

 

（３） ＤＭＡＴに必要な研修機会を確保するため、養成研修の定員を拡充する

こと 

 

・ 災害現場での医療活動や病院支援等を行う災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）は、
本県において災害拠点病院など１２病院に整備されている。 

・ ＤＭＡＴの隊員になるためには、国が主催する養成研修を受講する必要があるが、
受講定員が限られているため、平成２８年度までは、本県において受講を希望する
チームの約半数しか受講できない状況であった。こうした中、平成２９年度から本
県の受講定員が拡大されたところである。 

・ 今後も県内医療機関からの受講希望に十分こたえるため、養成研修の定員の更な
る拡大が必要である。 
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（４） 

・ 緊急輸送道路の機能を確保するため、橋梁の耐震化や、のり面等の防災対

策について、十分な予算を確保すること 

・ 避難路沿道建築物の耐震化を促進するため、耐震対策緊急促進事業の適用

期限の延長を行うこと 
 

 

・ 大規模地震後の救急救命活動や復旧活動において重要となる、緊急輸送道路の信頼
性、安全性を高めるため、橋梁の耐震化や、のり面等の防災対策を進めているが、事
業推進には多大な費用を要することから、国による財政支援の充実が必要である。 

○橋  梁： 緊急輸送道路における１５ｍ以上の橋梁及び跨線橋・跨道橋の耐
震化を平成３１年度までに完了する。 

○法面防災： 道路防災危険箇所､２０箇所の対策を平成３１年度までに完了する。 

・ 大規模地震後の避難や緊急車両の通行を確保するためには、避難路沿道建築物の耐

震化は極めて重要であるが、耐震化には所有者に多額の費用負担を要する。 

・ 更に、現状では耐震診断の実施率が低いことや、今後、診断により耐震性が低いと

された建築物の改修工事等が、本格化を迎えることから、平成３０年度末までの制度

である「耐震対策緊急促進事業」の継続が必要である。 
 

 

◎ 県内市町村からも防災・災害対策の充実・強化について要望が出されている。 

 

 

 

 

 

 
山梨県耐震改修促進計画（平成28年3月改定）より 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

山梨県の耐震化の現状と目標設定 

 住   宅 

平成１７年度末 

耐震化率７２．３％ 

平成２9年度末（推計） 

耐震化率８6．3％ 

特定建築物等 

平成１７年度末 

耐震化率８０．０％ 
平成２9年度末（推計） 

耐震化率９２．4％ 

 平成３２年度末 

耐震化率 ９０％ 

 平成３２年度末 

耐震化率 ９５％ 

 
うち県有建築物 

耐震化率８７．１％  
うち県有建築物 

耐震化率100％ 

目 標 
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山梨県の被災者支援制度 

目標 
平成３１年度末 
耐震化率 10０％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

山梨県のDMAT 活動訓練状況 

緊急輸送道路上の１５ｍ以上の橋梁及び跨線橋・跨道橋の耐震化の現状と目標設定 

 橋  梁 

平成２６年度末 

耐震化率７8．３％ 
平成２9年度末 

耐震化率８8．2％ 

避難路沿道建築物の耐震化（耐震対策緊急促進事業の適用期限の延長） 
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１１ 警察官の増員及び装備資機材の整備による治安基盤の 

強化について 

提案・要望先  警察庁  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 警察官の増員による人的基盤の強化 （警察庁） 

（２） 装備資機材の整備による治安基盤の強化 （警察庁） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 治安に対する県民の不安を解消し、安全・安心なやまなしを実現する上で

必要不可欠な人的基盤を強化するため、本県警察官を増員すること 

 

・ 県内の治安情勢等は、刑法犯認知件数が減少傾向にあり、一定の改善がみられるも

のの、電話詐欺や人身安全関連事案が高止まりとなっているほか、２０２０年東京オ

リンピック・パラリンピック競技大会等におけるテロ対策、富士山噴火、首都直下地

震等の災害対策等、課題が山積している。 

・ 一方で首都圏に位置する本県は、他の同規模県と比較して刑法犯認知件数や交通事

故件数を始めとした警察事象が多く、警察官の負担率も高い傾向となっており、人的

基盤の強化による事態対処体制の強化が課題となっている。 

 

（２） 

・ サイバー空間の脅威やインターネット利用犯罪等への対処体制を強化する

ため、サイバー犯罪捜査用資機材（スマートフォン解析用ＰＣ等）を整備す

ること 

・ 富士山噴火、南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模災害の発生に備え

るため、災害対策用資機材（重機、災害訓練ユニット、水陸両用車等）を整

備すること 

・ 大型車両等を使用したテロに対する阻止対策を強化するため、テロ防止対

策用資機材（大型車両阻止アングル）を整備すること 

・ 街頭犯罪等に対する効果的な捜査を進めるため、秘匿性の高い捜査用カメ

ラ、捜査用車両等を整備すること 
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・ 治安維持の基盤となる警察活動を効果的に推進するには、警察官を始めとした警

察職員の人的基盤のみならず、警察車両のほか、犯罪捜査、テロ、自然災害対策等

の各種装備資機材の整備が必要不可欠である。 

・ 一方、近年の科学技術の発達等に伴い、犯罪が悪質・巧妙化しているほか、大規

模災害や国際テロ等の緊急事態の発生が懸念される中、個々の事態に的確に対応す

るための装備資機材の整備が課題となっている。 

 

 

 

災害対策用資機材                           災害対策用資機材 

 

 

 

 

 

 

 

 

重機                           災害訓練ユニットを使用した訓練 

 

災害対策用資機材                           テロ対策用資機材 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

水陸両用車                             大型車阻止アングル 
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１２ 保育人材の確保策の充実・強化について 

提案・要望先  内閣府、厚生労働省  

【制度等要望】 
 

（１） 保育士の負担軽減等への支援及び処遇改善 （内閣府、厚生労働省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

・ 保育士の負担軽減及び専門性の向上を図る観点から、加配措置に関する加

算制度を充実するとともに、資質向上に向けた支援策を継続すること 

・ 就学前における保育の重要性のほか、出生率や女性就業率の向上を図る観

点から、保育士を安定的に確保するため、他職種との賃金格差の早急な解消

など、更なる処遇改善を図ること 

 

・ 本県では、平成２８年度から都道府県では全国で初めてとなる、第２子以降３歳未満
児の保育料無料化を実施し、仕事と子育ての両立支援を図っている。 

・  その結果、３歳未満の入所児童数が大幅に増加するとともに、「もう一人子どもを持
っても良いと思うきっかけになると思う」などの声も寄せられるなど、少子化対策にも
有効であると考えている。 

・ 一方で、本県では、待機児童は生じていないものの、保育士の確保が困難となる状況
も懸念される。 

・ 国においては、保育人材に係る貸付制度の創設や民間保育士に対する処遇改善など
様々な施策を実施しているが、今後、幼児教育の無償化や子育て安心プランの実施を見
据えると、更なる拡充策が必要な状況となっている。 

・  また、子どもを取り巻く環境の変化に伴い、保育所や保育士に求められる支援機能が
多様化・複雑化し、保育士には、これまで以上に専門性を生かした役割の発揮が求めら
れていることから、保育士の負担軽減と更なる処遇改善を図る必要が生じている。 

 

◎ 県内市町村からも保育士の職場環境の充実や公立の保育士を始めとした人材の確保等に

ついて要望が出されている。 
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保 育 人 材 確 保 策 の 充 実 ・ 強 化 に つ い て 

県の子育て支援の取り組み        子育て環境の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2子以降３歳未満児の保育料無料化 

入所児童数(0～2歳児)の増加 

H27.4：6,344人  

H28.4：6,667人（＋323人）  

H29.4：7,202人（＋535人） 

子育てと仕事の両立､少子化対策に有効 

・核家族化、地域コミュニティの希薄化 

・発達障害、虐待、食物アレルギー、医療

的ケア児等の増加 

・子どもの貧困 

・就学前保育･教育の将来に与える影響の

重要性 

子育てに関する負担・不安の増大 

要望事項 
 
・保育士の大幅な処遇改善 
 
・加配措置等による職員配置の改善 
 
・資質向上に向けた支援策の継続 

保育士配置基準 

・4歳以上児 30:1 

・3歳児   20:1 

・1～2歳児  6:1 

・0 歳児   3:1 

職員配置加算 

・3歳児配置改善加算 

20:1 → 15:1 

加算額＝地域区分毎の

加算単価×3歳児数 

必要な取り組み 

保育士の専門性の向上 保育士の安定的な確保 

現行制度 
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１３ 少子化対策等の充実・強化について 

提案・要望先  内閣府、厚生労働省 

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 多子世帯の保育料減額制度の拡充 （内閣府、厚生労働省） 

（２） 地域少子化対策に係る交付金の継続と要件緩和 （内閣府） 

（３） 乳幼児医療費の負担軽減 （厚生労働省） 

（４） 「地域子供の未来応援交付金」の恒久化等 （内閣府） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 平成２９年１２月８日に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」の

中で、幼児教育の無償化を一気に加速させ、広く国民が利用している３歳か

ら５歳までの全ての子供たちの幼稚園、保育所、認定こども園の費用を無償

化し、０歳から２歳児については、当面、住民税非課税世帯を対象として無

償化を進めることとし、現在、住民税非課税世帯の第２子以降が無償とされ

ているところであるが、保育料減額制度を更に拡充すること 
 
 

・ 全国調査によると、出生児数は理想とする子どもの数を下回っており、その要因とし

て教育・保育にかかる経済的負担が大きいことが挙げられている。 

・ 本県の調査においても、欲しい子どもの数を持てない理由の第１位が「子育て・教育
にお金がかかる」という結果であり、特に３歳未満児の保育料は、３歳以上の子どもよ
り年間１０万円程度高い状況である。 

・ このため、本県では、平成２８年度より県内の全市町村と連携し、第２子以降の３歳
未満児の保育料無料化を実施しているが、県・市町村とも財政負担が大きい。 
 

 

（２） 結婚・妊娠・出産・育児への支援に安定的に取り組むため、交付金制度を

継続するとともに、地域の実情に応じた取り組みが行えるよう、補助対象を

継続事業まで拡大するなど要件を緩和すること 
 
 

・  本県では、国の地域少子化対策重点推進交付金を活用して、結婚を希望する者に出

会いの場を創出するなどの支援を行っているが、短期間で効果が現れるものではなく、

一定期間継続して取り組むことが必要である。 

・ 一方で、本交付金については、毎回、補助対象となる事業の要件が見直されるなど
制度が安定していないため、計画的な事業実施に影響が及んでいる。 

・ 更に、昨年１２月２０日に内閣府が開催した「地域少子化対策重点推進交付金自治
体担当者説明会」において、平成３１年度実施事業のうち、設置後３ヵ年度を経過し
た結婚支援センターの従前からの運営費は本交付金の対象としない旨の方針が示され
た。 
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・ このため、本交付金を安定的な制度とするとともに、地域の実情に応じた柔軟で効

果的な取り組みができるよう、継続事業も補助対象にするなど、使い勝手のよい制度

にする必要がある。 

 

（３） 窓口無料化（現物給付方式）による公費負担制度を確立すること 
 
 

・ 本県では、乳幼児のいる家庭の経済的負担の軽減と健康の保持・増進を図るため、市

町村が行う医療費助成事業に対し、県独自の制度として、１／２を補助しているが、県

及び市町村にとって大きな財政負担となっている。国においても少子化対策大綱を策定

し、子育て世帯に対し様々な面での負担軽減に取り組むこととしていることから、医療

費の公費負担制度を確立する必要がある。 

 
（４） 地域において効果的な支援を可能とするため、「地域子供の未来応援交付

金」の恒久化及び対象事業の拡大などによる運用の弾力化を図ること 
 
 

・ 本県では、平成２８年３月に「やまなし子どもの貧困対策推進計画」を策定するとと

もに、平成２９年６月には、県、市町村及び関係機関で構成する推進協議会を設置し、

計画に基づき関係機関が連携して貧困対策に取り組んでいる。 

・ また、子どもの貧困に関わる全県的な調査を実施し、本県の子どもの相対的貧困率が
１０．６％であることや、いくつかの課題が明らかになった。 

・ これを受け、平成３０年度から実施する地域の支援機関同士が連携する体制づくりを
担う地域コーディネーターの養成や連携体制の整備など総合的な貧困対策を引き続き
推進していくためには、市町村、地域の支援団体等の活動を支える継続的な財源確保が
課題となっている。 

 
 
 
◎ 県内市町村からも保育料減額制度の拡充や乳幼児等の医療費の公費負担制度の確立等

について要望が出されている。 
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H27 H28拡大 H29拡大

対象児童 入所児童 入所児童 入所児童 ３歳未満児

所得要件 なし 年収約360万円未満
市町村民非課税世帯

年収約２60万円未満
年収約640万円未満

多子計算の範囲
同時入所児童数で計算

（小学校就学前）
制限なし 制限なし 制限なし

第２子 半額 半額 無料 無料

第３子以降 無料 無料 無料 無料

山梨県
国

保育所に係る多子世帯保育料負担軽減制度
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１４ 国民健康保険制度における財政支援について 

提案・要望先  厚生労働省  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 持続可能な国民健康保険制度を確立するための財政基盤の強化 

（厚生労働省） 

（２） 財政支援拡充の確実な実施 （厚生労働省） 

（３） 激変緩和措置の継続 （厚生労働省） 

（４） 国民健康保険組合が特定健康診査等を円滑に実施するための財政支援等 

（厚生労働省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 国民健康保険については、平成３０年度から都道府県が財政運営の責任主

体となり、国保運営の中心的な役割を担うことになったが、持続可能な制度

の確立のため、引き続き、国の責任において財政基盤の確立を図ること 

 

・ 本県では、国民健康保険における医療費総額は年々増加傾向にある。将来にわたり持

続可能な制度を確立するためには、新たな地方負担を前提とせず、国の責任において、

今後、医療費の増大に耐え得る財政基盤の確立を図る必要がある。 

 

（２） 国民健康保険への財政支援の拡充については、制度改革が円滑に実施され

るよう確実に予算措置を講ずること 

 
・ 平成２７年度から実施している低所得者対策のための約１，７００億円の公費投入の

継続や、平成２８年１２月２２日の社会保障制度改革推進本部決定で確約した平成３０

年度以降における保険者努力支援制度等の実施のための約１，７００億円の財政支援の

拡充については、国民健康保険制度改革の円滑な実施のため、確実に措置される必要が

ある。 

 

（３） 当分の間、被保険者の保険料負担が急激に増えることのないよう激変緩和

を継続して行うなど、必要な措置を確実に講ずること 

 

・ 本県では、新制度における市町村納付金が、従前の制度における納付金相当額を超過

する市町村が生じた場合、国の財政措置（平成３０年度暫定措置分 約３００億円）を

活用して激変緩和を行うこととしている。 
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・ 国は当該財政措置について、平成３１年度以降の予算額を漸減させていくとしている

が、平成３１年度以降も被保険者の理解を得ながら、国民健康保険制度改革が円滑に実

施されるためには、負担が急激に増加することがないよう十分な財政措置を講ずる必要

がある。 

 

（４） 国民健康保険組合が行う特定健康診査等に対する財政支援について、法令

上明確に規定した上で、所要の措置を講ずること 

 

・ 平成２０年度から医療保険者に実施が義務付けられた特定健康診査・特定保健指導に

ついて、市町村が実施する場合には、国民健康保険法により、その費用の３分の１に相

当する額を国及び県がそれぞれ負担することとされている。 

・ 一方、同法では、国民健康保険組合がこれを実施する場合には、その費用に対して、

国は一部を補助できる、都道府県は補助できるとのみ規定されている。 

・ また、県外に本部を置き、県内に支部がある国民健康保険組合については、支部の組

織や経理の状況等が把握できない状況となっている。 

・ このため、国民健康保険組合が行う特定健康診査・特定保健指導に対する財政支援に

ついて法令上明確に規定した上で、地方負担に対する財政上の所要の措置を講ずるとと

もに、支部の経理の状況等について都道府県ごとに把握できる仕組みを構築する必要が

ある。 

 

◎ 県内市町村からも国民健康保険制度における財政支援について要望が出されている。 

 
 

 

　山梨県における国民健康保険の医療費の推移
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（厚生労働省資料） 
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（厚生労働省資料） 
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１５ 医療費の窓口無料化に係る財政負担の軽減について 

提案・要望先  厚生労働省  

【制度等要望】 
 

（１） 医療費の窓口無料化 （厚生労働省） 

（２） 国民健康保険の国庫負担金等減額調整の廃止 （厚生労働省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 乳幼児、ひとり親家庭、重度心身障害児（者）の医療費について、市町村

が行う助成事業に対し、県独自の制度として１／２を補助しているが、大き

な財政負担となっているため、医療費の窓口無料化（現物給付方式）による

公費負担制度を確立すること 

 

・ 本県では、乳幼児、ひとり親家庭や重度心身障害児（者）のいる家庭の経済的負担の

軽減と健康の保持・増進を図るため、市町村が行う医療費助成事業に対し、県独自の制

度として、１／２を補助している。 

・ この事業については、同様に各都道府県でも実施されているが、県及び市町村にとっ

て大きな財政負担となっている。 

（Ｈ２８年度 県・市町村合算負担額 約４５億円） 

・ また、受給者の経済的、時間的負担を軽減するため、県独自に窓口無料化（現物給付

方式）を実施（重度心身障害児（者）については中学生まで）しているが、これに伴い、

国民健康保険の国庫負担金（療養給付費負担金）等の市町村への交付額に減額調整が適

用され、県及び市町村にとって更に大きな財政負担となっている。 

（Ｈ２８年度 県・市町村合算減額調整額 約１億円） 

 

（２） 市町村に対する国民健康保険国庫負担金等の減額調整措置は、未就学児に

ついては平成３０年度より廃止されたが、就学後の子ども等についても廃止

すること 

 

・ 平成３０年度より、未就学児までを対象とする医療費助成については、国保の減額調

整措置を廃止したが、就学後の子どもや重度心身障害者等の医療費助成については、減

額調整措置が継続して行われている。 

 

◎ 県内市町村からも乳幼児等の医療費の公費負担制度の確立等について要望が出されて

いる。 
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・利用者の経済的負担の軽減 → 健康の保持・増進に寄与 

・現物給付方式により経済的、時間的負担が軽減→福祉の増進に大きく寄与 

■本県のこれまでの取り組み 

平成20年 ３医療費事業について窓口無料化開始 

平成26年 重度心身障害者医療費助成制度を自動還付方式に変更 

平成28年 重度心身障害児（中学生まで）を窓口無料方式に再度変更 

県及び市町村の大きな財政負担が課題 

■要望 

・窓口無料化による公費負担制度の確立 

・窓口無料化に伴う減額調整の廃止 

山梨県の取り組みと課題 

国は、「平成３０年度より、未就学児までを対象とする医療費助成につい

ては、国保の減額調整措置を行わない」とする方針を示したが、更なる財

政負担の軽減が必要 
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１６ 地域医療の充実・強化について 

提案・要望先  厚生労働省  

【制度等要望】 
 

（１） 医師の地域・診療科偏在の解消 （厚生労働省） 

（２） 地域医療介護総合確保基金（医療分）の柔軟な制度運用 （厚生労働省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 医師の地域偏在や診療科偏在の解消を図るため、新専門医制度や臨床研修

制度による医師不足地域での一定期間の診療を義務付けるとともに、産科な

ど不足する診療科医師を育成・確保するための施策を充実すること 

 

・ 本県において、医師不足は極めて深刻であり、加えて地域間の偏在により、地域の病

院では日常の診療にも支障を来たしており、また、様々な診療科で医師不足が生じてい

る。 

・ このため、奨学金の創設をはじめ、医師確保のために様々な施策を実施しているとこ

ろであり、国においても偏在の解消に向けた都道府県の取り組みを強化する法改正を進

めているところであるが、各都道府県の個々の努力だけではこの状況を打開することは

困難であることから、新専門医制度や臨床研修制度による医師不足地域での一定期間の

診療を義務付けるなどの国の制度対応が必要である。 

 

（２） 地域医療介護総合確保基金（医療分）については、事業区分間の額調整が

不可とされるとともに、事業区分Ⅱ、Ⅲについては未計画額を解消する方針

とされているが、地域の実情に応じた事業が必要な時に速やかに実施できる

よう、基金の特徴を活かした柔軟な制度に改正すること 

 

・ 地域医療介護総合確保基金（医療分）については、事業区分間の額調整が不可とされ

ていることから、在宅医療の充実、医療従事者の確保に向けた新規事業を縮小して実施

せざるを得ないなどの支障が生じており、事業区分間の額調整を認めるなどの柔軟な制

度運用や十分な予算確保が必要である。 

・ また、区分Ⅱ（在宅医療の充実）、Ⅲ（医療従事者の確保）について、平成３０年度

からは、過去に配分された基金を優先して執行する方針が示された。これまでは、早急

に対応が必要な事業に対して過去に配分された基金による財源が確保されていること

から、計画変更などにより直ちに執行できたが、今後は、この財源が当初計画事業に充

てられてしまうことから、新たな配分を受けないと執行できない可能性がある。 

◎ 県内市町村からも産科医や医師不足地域への医師確保対策の強化について要望が出さ

れている。 
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  本県の医師不足の状況  

 

【地域間偏在の状況】 
 

 
 

【診療科偏在の状況】 

 

240.1

291.2

190.7

114.2
143.4

0

50

100

150

200

250

300

人口10万人対医療施設従事医師数（H28）

14
12

9 8 7 7 7 7 7

10
10

10
9

9 9 9 8 8

県内の分娩取扱医療機関数の推移

診療所 病院



- 41 - 
 

 
１７ 医療・福祉に係る補助事業の予算の充実について 

提案・要望先  厚生労働省  

【財政要望】 
 

（１） 医療提供体制推進事業費補助金の予算の確保 （厚生労働省） 

（２） 地域生活支援事業費補助金の予算の確保 （厚生労働省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 医療提供体制推進事業費補助金については、補助基準額に基づき要望して

いるところであるが、内示額が要望額を大幅に下回るため、補助基準額に応

じた補助金が交付されるよう、十分な予算の確保と実情に応じた配分を行う

こと 

 

・ 医療提供体制推進事業費補助金は、地域の医療提供体制の推進に不可欠な補助金であ

るが、近年、内示額が事業計画額を大幅に下回る状況が続き、一部事業の中止や縮小な

どを余儀なくされているため、十分な予算の確保が必要である。 

 

（２） 都道府県、市町村が実施する地域生活支援事業については、障害者総合支

援法で国が５０／１００以内を補助するとしているが、実際の補助額が要望

額を大幅に下回るため、十分な予算の確保と実情に応じた配分を行うこと 

 

・ 地域生活支援事業は、手話通訳者養成や一人での移動が困難な障害者に対する支援な

ど、障害者が地域で生活するために不可欠な取り組みに対して支援を行うものであり、

障害の重度化・高齢化などが進む中、今後、ニーズの増加が見込まれる。 

・ 現状、国の補助率は法律で５０／１００以内とされているが、実際の補助率は県・市

町村分ともに３５／１００程度に留まっており、このことが事業量の確保ができない一

因となっていることから、十分な予算の確保と実情に応じた配分を行うことが必要であ

る。 

 

◎ 県内市町村からも地域生活支援事業費補助金の財源確保について要望が出されている。 
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県分 市町村 県分 市町村 県分 市町村 県分 市町村 県分 市町村 県分 市町村

事業費 82 622 85 620 94 652 92 675 99 711 92 751

補助額 34 257 31 257 32 263 37 253 34 248 32 242

補助率

41.5%

補助率

41.3%

補助率

36.5% 

補助率

41.5% 

補助率

34.0% 

補助率

40.3% 

補助率

40.2%

補助率

37.5% 

補助率

34.3% 

補助率

34.9% 
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(百万円)
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34.8%
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32.2%

H29H24 H25 H26 H27 H28

■ 本県の医療提供体制推進事業費補助金の内示状況 

 
 

■地域生活支援事業は「都道府県事業」「市町村事業」毎に国から補助金配分額が示される。

事業対象経費のうち、国補助率は34～41/100と低迷。（本来の国補は50/100以内） 
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１８ ＧＡＰ認証食材の東京オリンピック・パラリンピックでの 

利用促進等について 

提案・要望先  農林水産省  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 東京オリンピック・パラリンピックにおけるＧＡＰ認証食材の利用に向けた

働きかけ （農林水産省） 

（２） 国際水準ＧＡＰの認証拡大に向けた予算の確保 （農林水産省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１）  東京オリンピック・パラリンピックでＧＡＰ認証食材が積極的に利用され、

ＰＲできるよう大会組織委員会及びサプライヤーに積極的に働きかけること 
 

・ 東京オリンピック・パラリンピックの持続可能性に配慮した農産物の調達基準におい

て、ＧＡＰの取り組みが基準の一つとなったことから、本県では「農業生産工程管理（Ｇ

ＡＰ）の共通基盤に関するガイドライン」に準拠した「やまなしＧＡＰ」を創設し、県

内産地等におけるＧＡＰの取り組みを推進している。 

・ 併せて、推奨される事項として設定された「障がい者が主体的に携わって生産された

農産物」の生産の促進等を図るため、本年４月には「農福連携推進センター」を設置し

取り組みを強化している。 

・ 平成３０年３月に東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会が公表した

大会における「飲食提供に係る基本戦略」では、日本の食文化の発信・継承のため、「各

都道府県を通じて様々な地域特産物の情報を入手し、活用可能なものを選定し、これら

を活用した飲食を提供する。この際、地域特産物の特徴等の情報についても発信を行う」

としている。 

・ 東京オリンピック・パラリンピックの飲食提供において、各都道府県の地域特産物等

が積極的に活用され、国内外の多くの参加者にＰＲできるよう、大会組織委員会及びサ

プライヤー（ケータリング業者等）に働きかけていくことが必要である。 
 

（２）  国際水準ＧＡＰの認証拡大が加速的に進展するよう「ＧＡＰ取組・認証拡

大推進交付金」が創設されたが、今後の認証拡大に備えて、十分な予算を確

保すること 
 

・ 国では、東京オリンピック・パラリンピックへの供給のみならず、輸出拡大や農業人

材の育成など、我が国の農畜産業強化を図る観点から、国際水準ＧＡＰの取組及び認証

取得の拡大を図ることとしている。 

・ 本県においても、「やまなしＧＡＰ」の推進によりＧＡＰへの取組基盤を拡大し、そ

れをステップとして、輸出拡大や農業人材の育成等につながる国際水準ＧＡＰの取得推

進のため、指導者の育成や認証取得希望者への取得支援を行うこととしている。 

・ 国際水準ＧＡＰの認証には、審査等に必要な経費負担が大きいことから、国際水準Ｇ

ＡＰの今後の認証拡大に備えて、ＧＡＰ取組・認証拡大推進交付金の十分な予算枠の確

保が必要である。 
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２０２０年 オリンピック・パラリンピック東京大会 
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１９ 地域材の利用拡大に向けた施策の充実・強化について 

提案・要望先  林野庁  

【財政要望・制度等要望】 

 

（１） 地域材利用促進のための需要喚起策の創設 （林野庁） 

（２） 木造公共建築物の整備に係る予算の確保等 （林野庁） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 平成２７年度までは木材利用ポイント事業があったが、住宅などへの地域材

利用を一層促進するため、消費者の需要を喚起する施策を創設すること 
 

・ 本県では、東京オリンピック・パラリンピック競技施設等への県産ＦＳＣ認証材の

活用を働きかけるなど、地域材の需要拡大に向けて取り組んでいるところであるが、

地域材の需要拡大を図るためには、住宅での利用を促進することが重要であり、消費

者の関心が高かった木材利用ポイント事業などの需要を喚起する施策が必要である。 
 

（２） 平成２８年度から木造公共建築物の整備に対する交付率が大幅に減じられて

いるが、公共建築物の木造化を一層推進するため、十分な予算を確保するとと

もに、交付率の嵩上げの対象となる建築物を拡充すること 
 

・ 国の「公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針」の変更などを踏ま

え、昨年９月に「山梨県内の公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針」

を見直すとともに、既存の市町村方針についても見直しを働きかけるなど、公共建築

物等の木造化・木質化に取り組んでいるところであるが、市町村のニーズに応えられ

るよう、国による十分な予算の確保が必要である。 

・ 更に、平成２８年度より交付率が１／２となる対象施設が限定されており、交付率

の嵩上げの対象となる建築物の拡充が必要である。 

 

◎ 県内市町村からも地域材利用促進に対する支援等について要望が出されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共建築物等への地域材利用の取り組み 

大月短期大学校舎 米倉山太陽光発電所ＰＲ施設 

ＣＬＴ材利用屋外休憩所 
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２０ 太陽光発電施設の放置を防止する仕組みの導入について 

提案・要望先  資源エネルギー庁  

【制度等要望】 

 

（１） 太陽光発電施設の放置を防止する仕組みの創設等 （資源エネルギー庁） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

・ 第三者機関が撤去等の費用を積み立てることにより、太陽光発電施設の撤

去及び処分が確実に担保される制度を創設すること 

・ ＦＩＴ法における認定基準の遵守状況に係る発電事業者に対する確認・指

導は、国が責任を持って行うこと 
 

・ 固定価格買取期間終了後の太陽光発電施設の撤去及び処分費用については、事業者が

積み立てを行うこととなっているが、買取期間が実際に終了した後や事業者が経営破綻

等したときには、確実に施設の撤去及び処分が行われないことが予見され、防災上、安

全上、景観上などにおいて大きな問題となる。 

・ また、ＦＩＴ法では、地方公共団体の長に対して権限が委任されていないが、認定基

準の一つである「関係法令、条例の遵守」違反において、違反事案の国への通報を行う

よう、法整備がないまま協力依頼という形で地方自治体に求めており、責任の所在が不

明確となっている。 

 

 

 

平置き型太陽光発電システム（例）      集光型太陽光発電システム（例） 
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２１ 公共職業能力開発施設の訓練生を対象とした経済的支援について 

提案・要望先  厚生労働省  

【制度等要望】 
 

（１） 公共職業能力開発施設の訓練生を対象とした給付型奨学金制度の創設 

                            （厚生労働省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

・ 職業能力開発促進法第１６条に規定する公共職業能力開発施設の訓練生を

対象とした給付型奨学金制度を創設すること 
 
 

・ 国では、「一億総活躍社会」の実現に向けた重要施策の一つとして、平成２９年度に、

経済的な理由で進学を断念せざるを得ない学生等の進学を後押しすることを目的に給

付型奨学金制度を創設したところである。 

・ しかしながら、当該制度は、大学や高等専門学校等の学生等が対象となっており、職

業能力開発短期大学校等の公共職業能力開発施設で学ぶ訓練生は対象となっていない。 

・ 人口減少が進む中、労働力不足への対処は喫緊の課題であり、本県産業界の持続的な

発展を支える人材の育成は、地方創生の実現に極めて重要である。 

・ このため、公共職業能力開発施設の訓練生についても、大学・高等専門学校等の学生

と平等な就学機会が確保できるよう、同等の経済的支援を行う必要がある。 
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公共職業能力開発施設の訓練生を対象とした 

経済的支援 

・人口減少が進む中、労働力不足への対処は喫緊の課題 

・本県産業界の持続的な発展を支える人材育成は、地方創生の  

実現に極めて重要 

   

○貸与型奨学金 

 

 

 ○給付型奨学金 

  （一人当たり月額） 

     国公立（自  宅）２万円 

     国公立（自宅外）３万円 

     私  立（自  宅）３万円 

      私  立（自宅外）４万円 

※（独）日本学生支援機構の奨学金制度 

 

 

 

※ 本県独自の制度（平成３０年度に創設） 

  公共職業能力開発施設（専門課程・普通課  

  程）の訓練生を対象とした就学給付金制度 

       （一人当たり月額） ２万円 

○融資制度 

  ・技能者育成資金（労働金庫） 

 

 

 
 

  
  
  同等の経済的 

支援が必要 

公共職業能力開発施設 

（厚生労働省所管） 

大学、短大、高専 等 

（文部科学省所管） 



- 49 - 
 

 

２２ 観光振興に対する財政支援の充実について 

提案・要望先  国土交通省、観光庁 

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 国際観光旅客税の税収の地方への配分 （国土交通省、観光庁） 

（２） ＤＭＯとしての活動を確立するための継続的な財政支援 （国土交通省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１） 

・ 様々な国からの観光客に対するストレスフリーで快適に旅行できる環境の

整備へのきめ細かい財源として配分すること 

・ 日本版ＤＭＯ登録法人の自立的・継続的な運営及び候補法人の確立に要す

る財源として配分すること 

 

・ 平成２９年１２月２２日、平成３０年度税制改正の大綱において、観光促進のための

税として国際観光旅客税の創設が閣議決定され、同日、観光立国推進閣僚会議において、

国際観光旅客税の使途に関する基本方針等により、観光財源を充当する施策は次の考え

方を基本とされた。 

 ① 受益と負担の関係から負担者の納得が得られること 

 ② 先進性が高く費用対効果が高い取り組みであること 

 ③ 地方創生をはじめとする我が国が直面する重要な政策課題に合致すること 

・ また、平成３１年度の観光財源を充当する具体的な施策・事業は、明日の日本を支え

る観光ビジョン構想会議の観光戦略実行推進タスクフォースにおいて、民間有識者の意

見も踏まえ検討することとされた。 

・ 平成３０年１月３０日、全国知事会国土交通常任委員会委員長名で、上記要望要旨に

ついて、国土交通大臣に意見が提出され、同年２月６日付け、上記基本方針及び前文会

議において検討する旨回答がされた。 

・ 本県のＤＭＯにおいては、現在、地方創生推進交付金を活用し、自立した運営を目指

して取り組んでいるが、組織が自立し確立した活動が継続されるためには、一定期間の

国による財源支援が必要であり、また、外国人観光客の受入環境整備についても、これ

まで少なかった国からの観光客の増加への対応（更なる多言語化）やＩｏＴ化の加速な

どへの対応も予測され、財源の確保が必要である。 

 

（２） 日本版ＤＭＯの自立的・継続的な運営に向けて、地方創生推進交付金の期

間終了後においても、財政支援を一定期間講ずること 
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・ 現在、ＤＭＯにおいては、地方創生推進交付金を活用しながら、自立した運営を目指

して着地型旅行商品等の収益向上に取り組んでいるが、ＤＭＯの運営が自立し、確立す

るためには、地方創生推進交付金の期間延長や新たな財政措置を講ずるなど、一定期間

の国による財政支援が必要である。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成２９年１１月２８日 （公社）やまなし観光推進機構が地域連携ＤＭＯとして登録 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 



- 51 - 
 

 

２３ 自立・分散型エネルギーシステムの導入促進について 

提案・要望先  資源エネルギー庁、環境省  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 自立・分散型エネルギーシステムの導入への支援の拡充 

（資源エネルギー庁、環境省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

・ 地中熱ヒートポンプ、蓄電池、家庭用燃料電池、ＳＯＦＣハイブリッド機

及び水素燃料電池バスの導入促進に向け支援措置の拡充を図ること 

・ 工業団地における省エネルギー投資促進に向けた支援補助金及び自立・分

散型エネルギーシステム構築支援補助金の拡充を図ること 

 

・ 本県のエネルギー政策の基本指針となる「やまなしエネルギービジョン」（平成２８

年３月）では、自立・分散型エネルギー社会を構築し、２０３０年に県内の電力自給

率を７０％とすることとしているが、地中熱ヒートポンプ、蓄電池、家庭用燃料電池、

ＳＯＦＣハイブリッド機などを広く普及させるに当たっては、機器が高額であること

が導入の妨げになっていることから、国の支援が必要である。 

・ また、やまなしエネルギービジョンの施策展開として平成３０年３月に「やまなし

水素エネルギー社会実現ロードマップ」を策定したところであり、運輸部門において

も水素エネルギーの利用拡大などを目指し、２０３０年までに水素燃料電池バスを 

１０台導入することとしているが、車両価格が高額であることが導入の妨げになって

いることから、国の支援が必要である。 

・ 更に、やまなしエネルギービジョンでは、家庭やオフィスなどに比べて大量なエネ

ルギーを必要とする工業団地のスマート化について、２０３０年までに２箇所実施す

ることとしているが、省エネ設備や自立・分散型エネルギーシステムの導入には多額

の費用を要することから、国の支援が必要である。 
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          ○家庭用燃料電池                   ○燃料電池バス 
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２４ いじめ・不登校等の課題に対応するための教職員定数の 

改善について 

提案・要望先  文部科学省  

【制度等要望】 

 

（１） 加配教職員定数の改善 （文部科学省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

・ いじめ・不登校対策などへの対応や初任者指導教員の配置に対して、国の

加配措置の不足を県単独負担教員等により措置しているが、学校現場が抱え

る複雑化・多様化する諸課題へ対応できるよう、加配教職員定数を改善する

こと 

・ いじめ・不登校等に対応するためには、教員が子ども一人ひとりに向き合う時間を確
保し、子どもたちの個性に応じたきめ細かで質の高い教育を実現することが急務である
ことから、これまで国に対して、これらに対応するための加配申請をしてきたが、要望
に満たない加配数となっている。 

・ 初任者指導教員の配置については、初任者４人当たり、ベテラン教員など指導力のあ
る指導教員を１人配置する拠点校方式で行っているが、国への加配申請に対して、加配
を受けた人数が不足している状況にある。 

・ 更に、校務分掌業務や部活指導等により教員が多忙化の現状にあり、小学校英語教育
の早期化・教科化など新学習指導要領の円滑な実施などへの対応も求められている。 

・ こうした学校現場が抱える複雑・多様な諸課題に対応できるよう、加配教職員定数の
改善が必要である。 

 
◎ 県内市町村からも教職員定数の改善について要望が出されている。 

 
 教員多忙化の状況  
 
平成２９年度教員勤務実態調査結果 
 
教員（教諭）の1週間の学内総勤務時間      教員（教諭）の主な業務内容割合（％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
・1週間当たりの学内総勤務時間について、小学校教諭の 4分の１以上、中学校教諭の半数以上 
が、週 60時間を超えている。 

・教員の業務としては授業、授業準備のほか、勤務日においては児童・生徒指導、週休日におい 
ては部活動指導（中学校）、出張・研修会などに多くの時間を費やしている。                      
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 いじめ・不登校等の状況  

 

文部科学省・児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸課題に関する調査結果 

 
・ いじめについては、積極的な認知により、認知件数は小中ともに全国を上回っており、
増加傾向にあるが、早期対応により高い解消状況（平成２８年度：小・９５．８％、中・
９２．８％）を示している一方、対応する教職員の負担は増大している。 

 
・ 平成１９年度に中学校における１０００人あたりの不登校生徒の発生率が全国ワース
トとなったことをうけ、中学校おけるスクールカウンセラーの全校配置などの取組等に
より、不登校の発生率に改善傾向が見られるものの、依然として全国平均を上回るとと
もに、増減を繰り返しており厳しい状況である。 
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構成資産及び緩衝地帯の範囲図 

 
２５ 富士山の保存整備対策の推進について 

提案・要望先  文化庁、林野庁、国土交通省、環境省  

【財政要望・制度等要望】 
 

（１） 省庁協働による支援体制の継続 （文化庁、林野庁、国土交通省、環境省） 

（２） 保存管理に対する支援の充実 （文化庁、環境省） 

 

【提案・要望の具体的内容】 

（１）  富士山の保全・活用の推進を図り、その価値を後世に継承していくため、

関係法令等を所管する省庁が連携し、課題解決に向けた支援に継続して取り

組むこと 

・ 平成２５年６月、富士山が世界遺産として登録されたが、これと併せ、来訪者管理、

情報提供、開発の制御などへの対応が課題とされ、平成２８年１月、国は、これらの課

題への対応方針等を反映した「各種戦略」や「世界文化遺産富士山包括的保存管理計画」

を含む保全状況報告書をユネスコ世界遺産センターに提出したところである。 

・ 国は、世界遺産条約の締結国として、世界遺産の保護、保存、整備及び次世代への継

承等の責務を有していることから、富士山においても、その保全に係る関係法令等を所

管する省庁が連携し、様々な課題解決に主体性を持って、継続的に取り組む必要がある。 

（２） 世界遺産富士山の各種保全策の実施には多大な財源を要することから、県・

市町村が行う、富士山の保存整備に対しての財政支援を充実すること 

・ 保全状況報告書に記載した戦略や計画に沿って、静岡県や地元市町村等とともに、富

士山の保全を着実に進めていくためには、多大な財源を要することから、国による財政

支援の充実が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

富士山の普遍的価値の伝承 

（富士山及び本栖湖を望む景観の保全） 

（忍野八海周辺の環境改善） 



 
 

 
 
 
 
 
 


